
第1回次世代自動車オンラインセミナー

世界で進む
自動車部品産業の
構造変動

令和4年6月23日(木)
14:00-15:30
オンライン開催 / 参加無料

EV化、自動運転等、「100年に一度
の大変革の時代」といわれる自動車産
業において、サプライヤーの役割も大
きく変化してきました。

単一部品サプライヤーでは対応でき
ない総合的な開発力が求められ、その
結果、従来では考えられないような衝
撃的な集中合併や提携も立て続けに起
きています。

本セミナーでは、サプライヤーと系
列の再編に関する論文を上梓した関東
学院大学 名誉教授であり、自動車問
題研究会会員でもある清 晌一郎氏を
講師に招き、この20年間の日本自動車
部品産業の変化を振り返りつつ、世界
と日本の自動車部品サプライヤーの再
編について解説頂きます。

■ 講 師
関東学院大学名誉教授
自動車問題研究会会員
自動車サプライヤー研究会主宰

せい しょういちろう

清 晌一郎 氏

■ 内 容
・自動車部品産業の21世紀海外・国内生産構造変化
・2016年以降、海外自動車部品メーカーの再編成
・日産系・ホンダ系の衝撃的再編とその結果
・前代未聞のトヨタ系サプライヤー再編成
・技術革新の裏面で進む中小サプライヤーの困難
・一直線ではない脱炭素・EV化、しかし進む電動化
・質疑応答

■ 対 象
県内に本社または事業所を
おく中小企業等

■ 申込方法
裏面の申込書または
ホームページからお申込
みください。

■ 定員 50名

■ 申込期日
6月17日(金)17:00

お申込みはこちらから▶
（裏面の申込用紙もご利用いただけます）

主催： 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
協力： 岐阜県中小企業団体中央会
※ 本事業は岐阜県の補助金により実施されています。

お申込み
お問合せ

公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
経営支援部 取引課 田中・梅村
TEL 058-277-1092 メール torihiki@gpc-gifu.or.jp
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一般財団法人機械振興協会経済研究所、
関東学院大学では大学院経済学研究科委
員⾧、他に中小企業庁、神奈川県などで
審議会専門委員などを歴任。

またMIT（マサチューセッツ工科大学）のIMVP（国際自動車共同
研究）に参加し、欧米アジアの海外企業調査、日系海外企業の現地法
人調査を実施。

専門は経済政策論、産業社会学、中小企業論。

TBU



参加申し込み用紙

申込方法：FAX、または下記のアドレスからお申し込みください。
申込期限：令和4年6月17日（金）17時まで

 ご記入いただいた個人情報は適切に管理し、本事業に関する連絡のほか、公益財団法人岐阜県産業経済振興センターおよび岐
阜県中小企業団体中央会が実施する各事業の案内のみに利用し、それ以外の目的には利用しません。

公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
経営支援部 取引課 取引担当 田中・梅村

ホームページからお申し込みの方はコチラから

お
問
合
せ

申
し
込
み

本セミナーは、Web会議アプリケーション「Zoom」のウェビナー機能を利用したオンラインセミナーとなります。
受講方法についてはホームページをご確認ください。

FAX宛先

058-273-5961

6/23（木） 第1回次世代自動車オンラインセミナー
世界で進む自動車部品産業の構造変動

貴社名

連絡先 TEL：

住所
〒

参加者

役職 氏名

E-mail

講師に特に聞きたい内容があればお知らせください。

関東学院大学名誉教授 自動車問題研究会会員
自動車サプライヤー研究会主宰 清 晌一郎 氏

講師紹介

https://www.gpc-gifu.or.jp/topics/2022052301/index.asp

1946年静岡県生まれ。1971年横浜国大経済学部卒。
一般財団法人機械振興協会 経済研究所、関東学院大学で

は大学院経済学研究科委員⾧、他に中小企業庁、神奈川県な
どで審議会専門委員などを歴任。またMIT（マサチューセッ
ツ工科大学）のIMVP（国際自動車共同研究）に参加し、欧米
アジアの海外企業調査、日系海外企業の現地法人調査を実施。

専門は経済政策論、産業社会学、中小企業論。
主たる著作は以下のとおり。

「自動車産業における生産・開発の現地化」（編著、会評論社
2011年）、「日本自動車産業グローバル化の新段階と自動車

部品・関連中小企業」（編著、社会評論社2016年）、「日本自動車産業の海外生産・深層現調化とグローバ
ル調達体制の変化」（編著、社会評論社2017年）、「電動化・自動運転をめぐる自動車部品産業の再編成と
系列・下請関係」、中央大学「経済学論叢第61巻第3・4合併号」


